
★第 18 回非同盟首脳会議の「バク―宣言」（要旨） 

 

2019 年 10 月 25-26 日アゼルバイジャン共和国の首都バクーで開催された首脳

会で採択された宣言の要旨は次の通りです。（抄訳・小見出し 鈴木頌） 

 

バンドンの原則を守り、現代世界の課題への適切な対応を 

 

前文 

 

2016 年 9 月 17〜18 日にベネズエラのボリバル共和国マルガリータ島で第１７

回サミットが開催されました。それは、NAM 加盟国および人類全体にとって懸

念される主要な問題の解決のために効果的な貢献を目指しました。 

 

それは、バンドン（1955）およびベオグラード（1961）で明確に表現された非

同盟運動のビジョン、原則、目的に沿ったものでした。今回のサミットはそれ

らを引き継いでいます。 

 

私達はすべての人のために平和、平等、協力、幸福の世界を達成することを目

指します。私達は世界が豊かな多様性で構成されていることを承認し、国連憲

章の目的、原則、規定に対する私たちの強いコミットメントを繰り返します。 

 

人類の政治、経済、社会、文化システムは多様であり、特定のモデルの押し付

けはあってはなりません。この点に関して、メンバーの権利と特権を守る決意

を表明するものです。私達は主権と政治的独立の原則を守り、対話と寛容の促

進へ向けて行動します。 

 

国家の領土保全または政治的独立に対する脅威、武力行使などが、国際的な問

題を解決する手段として採用されることはありえません。そのような脅威また

は武力の行使は、国際法および国連憲章の違反となります。 

 

非同盟政策の具体的な内容とは、植民地主義と新植民地主義、あらゆる形態の

外国の介入、攻撃、占領、支配または覇権と戦うということです。 

 

今世界では、武力紛争、拡張主義、テロリズム、分離主義、国境を越えた組織

犯罪などの過激な思想が強まっています。それが人権侵害、金融危機、環境悪

化をもたらし、世界中の人々に被害を及ぼし続けています。 



 

私達は多国間主義と国際協力の強化をもとめ、そのために非同盟運動の有効性

の向上に努めます。私達は国連憲章と「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」を支持します。それらは国連の 3 つの柱である平和と安全、開発、人権

を促進するための基本的な戦略です。 

章文 

 

私達は以下の目的を達成するために共同で努力します。 

 

非同盟運動の役割強化 

 

運動の役割を活性化し、現在の政治的現実にふさわしいものにする。 

 

国際的に平和を支援し、戦争に反対する運動の地位と役割を強化する。 

 

発展途上国の利益を促進する。公正で、包括的で、透明で効果的な国際システ

ムを構築する。 

 

正義と公平の原則に基づいて、戦争の脅威、武力紛争、環境ハザード、気候変

動、伝染病、極度の貧困などに対処する。 

 

非同盟諸国への新たな脅威を考慮し、運動内で団結し、国際平和、安全、開発

への挑戦をおこなう。 

 

非同盟運動の有効性を高めるため、加盟国の利益と優先事項を適切かつタイム

リーに支援、調整する。ダイナミックで効果的なメカニズムを作り上げる。 

 

国連重視と多国間主義 

 

国連を核とした多国間主義を支援する。国際秩序の制度的および法的枠組みに

おける国連の中心的役割。 

 

国連の強化と近代化のために、普遍的かつ代表的な組織である国連総会を活性

化する。 

 



国際的な平和と安全の分野をになう国連安全保障理事会の改革。より民主的、

効率的で透明性の高いものとする。 

 

国際的な平和と安全 

 

友好関係と協力に関する国際法の原則を忠実に遵守する。国家が引き受ける義

務を国連憲章に従って誠実に履行する。 

 

内政不干渉の原則をまもる。すべての国の政治的主権、政治的な独立を尊重す

る。「合法的に構築された政府」に対する不安定化策動を行ってはならない。 

 

相互不可侵の原則を守る。国家の統一や領土の保全に対する脅威、武力不行使

の原則。 

 

これらの原則を部分的または全体的に混乱させるような、あらゆる試みに反対

し続ける。これらの試みに対し、国際社会は必要な措置を講じるべきである。 

 

テロへの態度の原則 

 

あらゆる形態のテロとの闘いにおける NAM の連帯を強化する。テロを防止し、

戦うための協力を強化する。 

 

テロとの闘いにおいて、非同盟運動は国連憲章・国際法にもとづく義務を積極

的に担う。いかなるテロ行為であっても傍観することはない。 

 

テロリズムはいかなる宗教、国籍、文明、民族集団とも関連してはいない。そ

うあってはならないことを、非同盟運動は強調する。 

 

テロリストグループは国家、地域、および国際の平和と安全を危険にさらす。

安全な避難所、作戦の自由、移動と徴兵、財政的、物質的または政治的支援を

行ってはならない。 

 

法の正義をもたらすために、適切な場合には引き渡し原則に則って関係者を引

き渡す。「適切な場合」にはテロ行為の加害者・支援者、テロ行為の資金調

達、計画、準備への参加者が含まれる。 

 



核兵器のない世界のために 

 

人類にもたらされる脅威を排除するための努力を倍加する。大量破壊兵器、特

に核兵器の存在が人類最大の脅威となっている。 

 

核兵器のない世界を実現するために努力することを決意する。 

 

非核兵器地帯の強化。とくに中東地域での非核兵器地帯の設立をめざす。 

 

平和的目的のために原子力エネルギーを開発する国の主権を改めて表明し、そ

の独立性と経済発展を考慮に入れる。 

 

航海の自由と資源の自由な流れ 

 

ホルムズ海峡、オマーン海、紅海などの国際水域での最近の一連の負の事件に

ついて懸念を表明する。中東での石油タンカーおよび商業船に対する挑発的な

行動を抑制するようもとめ、国際商業航法およびエネルギー供給の安全性と安

定性を維持するよう訴える。 

 

いま中東地域外のすべての人々をふくむ国際社会全体が、航海の自由と石油や

その他の資源の自由な流れを維持するようもとめている。 

 

そのためには、繰り返すが、国家の主権、領土保全、独立の原則、内政不干渉

を尊重し、国連憲章に記されている原則を厳格に遵守して平和維持活動を行う

べきである。これは国際平和と安全の促進における共同努力の重要な要素であ

る。 

 

平和維持活動を成功させるためには、その基本原則を尊重すること、すなわ

ち、当事者の同意、公平性、および武力の不使用が重要である。 

 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

 

非同盟運動の加盟国はその共同活動により平和の文化を促進しなければならな

い。国家間の平和と信頼を促進するため、努力を動員する必要がある。そのた

めの手段を構築しなければならない。とりわけ持続可能な平和、連帯を構築す

るための政治対話と相互理解が必要。 



 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」は、普遍的かつ変革的である。

多面的かつ統合的なアプローチが必要。それは最大の世界的課題である。開発

途上国には開発の権利があり、それは尊重されなければならない。それは世界

の持続可能な開発に不可欠な要件である。 

 

極度の貧困を含むすべての形態と次元で貧困を根絶することは、なお重要な要

素の 1つである。 

 

2001 年のドーハ開発ラウンドは、貿易交渉における開発の側面の中心的な重要

性を再確認した重要な会議だった。開発途上国の利益も反映される多国間貿易

システムの構築が必要という認識を共有した。 

 

しかし先進国における保護主義の高まりは、特に発展途上国の輸出にマイナス

の影響を与える。私達は世界の金融・経済危機が世界貿易に及ぼす悪影響につ

いて深刻な懸念を表明する。 

 

一部の非同盟諸国への一方的な強制措置 

 

非同盟運動は一部の加盟国に対する一方的な強制措置の適用に対する強い非難

を表明する。それらの措置は著しい不均衡と不平等をもたらしている。 

 

それらの措置は国連憲章および国際法、特に国家の非干渉、自決および独立の

原則に違反する。それらは人々の生存権に影響を与え、完全な経済的および社

会的発展を妨げる。そのような措置の廃止を要求し、その決意を繰り返す。 

 

気候変動 （略） 

 

南南協力 （略） 

 

人権問題 

 

1993年のウィーン宣言と国際的なコミットメントおよび国内法に従って、すべ

ての人権の促進と保護へのコミットメントを再確認する。普遍性、透明性、公

平性、非選択性、非政治化、客観性の基本原則を遵守することにより、人権を

強化する必要があることを改めて表明する。 



 

世界的に認められた人権の包括的な部分として、開発の権利が含まれなければ

ならない。持続可能な平和と繁栄を築くことが、すべての人権の完全な享受を

確保することにつながる。 

 

パレスチナ：外国人支配下にある人々の自己決定権 

 

東エルサレムを含むパレスチナ領土の、イスラエルによる占領を完全に終わら

せるための、真剣な集団的努力を緊急に呼びかける。状況のさらなる危険な悪

化と不安定化を回避するために、迅速に行動しなければならない。 

 

外国の占領・植民地支配下にある人々の自己決定権に関する、原則的立場の妥

当性と関連性を再確認する。 

 

国際人道法および人権法を含む国際法、および関連する国連決議、安全保障理

事会決議が尊重されなければならない。 

 

国際社会はパレスチナ問題に対する歴史的、政治的、法的、道徳的責任を自覚

し、パレスチナ人の譲渡不能の権利の実現を支援しなければな rない。 

 

東エルサレム、シリア・ゴランを含むパレスチナ領土のイスラエルによる占領

を完全に終わらせなければならない。そのための真剣な集団的努力を緊急に呼

びかける。 

 

中東難民の処遇について 

 

武力紛争の状況にある加盟国において、国内避難民のための恒久的解決策を促

進する主要な責任が該当国家にあることを認識すべきである。安全で尊厳のあ

る自主的な返還を含むとともに、人権の尊重、保護および履行を確保すること

がもとめられる。 

 

国外から流入した難民については、人類に対する共通の課題として対処する。

そのために、多様性に対する寛容と尊重を促進し、文明間および文明内で共通

の基盤を模索する。共通の価値、普遍的な人権を重んじ、協力、パートナーシ

ップ、包括を通じて、人種差別、外国人嫌い、不寛容との戦いを進めなければ

ならない。 



 

国、地域、およびグローバルなイニシアチブを評価し、異文化間の対話を促進

する。 

 

（以上） 


